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論文内容の要旨
本論文は、住宅内ネットワークを用い、世帯員の省エネルギー意識の向上とエネルギー消費量の削減を目的とした
情報提供手法を提案し、一般の一戸建て住宅においてエネルギー需要の計測調査、並びにエネルギー消費情報提供シ
ステムの設置実験を行い、その省エネルギー効果に関して評価を行ったものである。
本論文は以下の 6 章より構成される。
第 1 章では、わが国におけるエネルギー消費の動向及び住宅におけるエネルギー有効利用の重要性について述べた。
また、世界各国及び日本国内で行われているエネルギー消費計測調査について言及し、本研究の位置付け、目的を明
確にした。
第 2 章では、住宅における用途別エネルギー需要の基礎データの蓄積及び、エネルギー消費情報提供による省エネル
ギーの実験に先立つて実施した、関西文化学術研究都市及び大阪府和泉市における一戸建て住宅のエネルギー需要の
計測調査について述べた。まず、計測対象地域及び、計測対象世帯の属'性について述べ、次いで計測システム、計測項
目について説明した後、計測結果の概要を示した。
第 3 章では、得られた計測結果を用いて、関西文化学術研究都市、和泉市の各地域におけるエネルギー消費状況に
ついて、年間・月別・時刻別に示し、各エネルギー種、用途別消費の特徴について述べた。
第 4 章では、需要家の省エネルギー行動による省エネルギー効果に着目し、エネルギー消費情報の提供システムの
構築とその設置効果について分析を行った結果について述べた。まず著者らが構築したオンライン型の電力消費情報
提供システムの詳細について述べ、またそのシステムの一般住宅への設置実験を行い、システムに対する需要家の操
作記録から、需要家の省エネルギー意識について分析を行った結果について述べた。更にシステム設置により世帯全
体及び各機器の電力消費量がどのように変化したかについて分析を行った結果について言及した。
第 5 章では、電力のみならず世帯全体の全てのエネルギー種、また室温等、より多くのエネルギー消費関連情報を
提供するシステムの構築について述べた。また、そのシステムの和泉市の一戸建て住宅における設置実験結果から、
世帯全体のエネルギー消費量や暖房用エネルギー消費量等に対する省エネルギー効果について分析した結果を述べ
た。また第 4 章における電力消費情報提供システムの設置実験結果と併せ、システムによる省エネルギー効果につい
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て機器種ごとに分析を行った結果について言及した。
第 6 章では、本研究により得られた結果を総括した。
論文審査の結果の要旨
環境負荷低減などの社会的要請に応えるには、産業・業務だけでなく住宅部門における省エネルギーについても効
果的な方策を講じる必要がある。本論文は、住宅における省エネルギーを図る手段のーっとして、世帯員へエネルギ
ー消費に関する情報を提供することにより誘起される省エネ行動とその省エネルギー効果に関する実証的研究を行
った成果をまとめたもので、主な成果は以下のとおりである。
(1) エネルギー消費に関する自動計測システムを利用したオンラインのエネルギー消費情報提供システムを構築
している。このシステムは、計測データを電子メールを利用し需要家に設置したパソコンに自動配信し、同画面に表
示された選択ボタンを需要家が押下することで、最終用途別一日消費量、電気機器別時刻別消費量などの情報を提供
するという、これまでにはない詳しい情報を提供するシステムとなっている。
(2) 構築したシステムを一戸建て一般住宅合計 19 軒に設置し、設置前後のエネルギー消費状況及び画面上のボ、タ
ン押下の履歴データに基づき、設置効果の多面的な分析を行っている。その結果、電力・都市ガス消費量がともに 10%
程度削減された、需要家がシステム設置後 2 ヶ月以上にわたり選択ボタン押下操作を継続した、電気機器の時刻別消
費といった詳しい情報に強い関心を示したなど、有効性について多くの肯定的な知見を得ている。
(3) 機器別に見た電力日負荷曲線ならびに負荷持続曲線の設置前後の変化に基づき、情報提供システム設置により
誘発された省エネ行動に関する分析を行っている。その結果、室温設定値を下げる、使用機器を変更する、運転モー
ドを切り替える、不使用時にコンセントを抜く、保温時間を減らす、など需要家の負担にならないような省エネ行動
が行われ、提供した情報が有効に働いたことを明らかにしている。
以上のように本論文では、消費情報提供システムの設置が需要家の合理的な省エネルギー行動を誘発し省エネルギ
ー効果をもたらすものであり、環境負荷低減方策のーっとなり得ることを実証しており、環境エネルギーシステム工
学の発展に寄与するところが大きい。よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。
